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1．序 

 日本では，大規模なラチスシェル屋根構造であっても，軒高さ 60m

以下の建築物は，保有水平耐力計算法に基づく耐震構造(主架構部材

の靭性に期待して建築物の倒壊を避けることに特化した構造)とし

て設計することが一般的である 1), 2)。保有水平耐力計算法では，静

的解析を用いて，稀な地震に対する 1次設計と極稀な地震に対する 2

次設計の 2 段階で構造物の耐震安全性を検証する。ただし，静的解

析に適用する等価静的地震荷重(Ai 分布)は，重層構造物の水平地震

応答を包絡するせん断力分布として定義されており，水平方向の入

力に対して上下鉛直方向にも振動するラチスシェル屋根は原則適用

範囲外にある。そこで日本のシェル・空間構造の研究分野では，ラ

チスシェル屋根専用の等価静的地震荷重 3)~14)が精力的に検討され，

一部がラチスシェル屋根構造設計指針 15)にまとめられた。 

 Table 1 に屋根部材の耐震設計法の選択肢 15)と既往研究の関係性

を整理して示す。部材を弾性に留める 1 次設計(Table 1 の 1 行目)で

は，単純に等価静的地震荷重 3)~14)を適用した静的解析結果から屋根

部材を許容応力度設計すればよい。一方，部材の塑性化を認める 2

次設計には 2 つの選択肢が想定される。まず，(1)極稀な地震荷重に

対しても屋根部材の許容応力度設計(Table 1 の 2~4 行目)を検討し，

それが難しい場合は(2)屋根部材の応答を終局未満に収める終局強

度設計(Table 1 の 5 行目)を検討する。ただし，(1)の場合では，その

ままの極稀な地震荷重(Table 1 の 2 行目)に対して屋根部材を許容応

力度設計することは現実的でないため，支持架構の塑性化による屋

根部入力の低減を考慮した地震荷重(Table 1の3~4行目)が望まれる。

その場合では，並列多質点系モデルと等価線形化法を組合せ，任意

の履歴特性を有するラチスドームの等価静的地震荷重を直接評価す

る加藤・小西らの方法 16)や，制振部材を配置した支持架構の等価静

的地震荷重を直接評価する竹内・小河ら 17)の方法が利用できる。(2)

の場合では，中澤ら 18)~21)の靭性指標や，熊谷ら 22)~24)の許容変形角な

ど屋根部の動座屈を考慮した終局変形性能評価法が提案されている。 

 このようにラチスシェル屋根の等価静的地震荷重は網羅的に整備

されている一方，独自性が強く，通常の耐震設計法の手続きに対す

る配慮は未だ希薄であり，保有水平耐力計算法との互換性を考慮し

た補足が必要と考えられる。特に(1)の場合では，保有水平耐力計算

Desgin
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法に慣れている設計者は，地震荷重の低減効果を構造特性係数 Dsと

して認識しており，実際には同指針の方法 16), 17)ではなく，Ds値を乗

じた等価静的地震荷重 25) (Table 1 の 3 行目，荷重分布は単に Ai 分布

の場合もある)を独自に使用している。しかも，支持架構による屋根

部入力の低減効果は繰返し報告 26)~28)されているが，ラチスシェル屋

根構造の諸元で整理された Ds値の統計情報が整備されておらず，地

震応答との対応関係が不明な法規上の Ds値が慣用されている。つま

り，荷重分布の設定法 3)~ 17)と独立して，屋根部材 2 次設計用の Ds 値

を提供する必要がある。この Ds 値評価では，笠井の等価一自由度系

の理論 29)が有効と考えられるが，同構造への適用性は不明である。 

 本研究では，屋根部材 2 次設計用の Ds値の基礎検討として，鉄骨

造の一層支持架構付きラチスドームの諸元が Ds 値に与える影響を

数値解析的に検証し，その統計情報の整備と Ds値評価法の提案を試

みる。まず，2~3 章では数値解析概要を述べる。次の 4 章では一層

支持架構付きラチスドーム構造の弾塑性地震応答特性を分析する。

続く 5~6 章では屋根部応答の励起を考慮した Ds 値評価法を提案し，

文献 25)の等価静的地震荷重を例に提案手法の妥当性を検証する。 

 

2．数値解析概要 

2.1 数値解析モデルと検討パラメータ 

 Fig. 1 に数値解析モデルの概要を示す。Fig. 1(a)に示すように，検

討対象は筆者らの既往研究 13)にて使用実績のある鉄骨造の一層支持

架構付きラチスドームである。Fig. 1(b)に示すように，本研究では，

同建物の屋根部を弾性梁要素で構成された立体骨組に，支持架構を

Bilinear 型復元力特性を有する弾塑性せん断バネにモデル化し，保有

水平耐力計算法に基づき耐震構造として設計された同建物の各種諸

元が屋根部材 2 次設計用の構造特性係数 Ds 値に与える影響を広範

に検証する。検討パラメータは，①屋根スパン L=60~150m，②支持

架構降伏時のベースシア係数 Cy，③同降伏時の層間変形角 θy，④2

次剛性比 p とする。屋根半開角は 30°，支持架構軒高さ Hsは 6m で

固定する。Fig. 1(c)に示すように，屋根部材はデプススパン比 1/50 と

等価な面外曲げ剛性を有する断面 9)に置換し，その部材諸元は

Table 2 に示す。屋根部の固定荷重は 2.0kN/m2 である。 

 Table 3 に支持架構の耐震構造種別と検討パラメータ関係を示す。

同表には支持架構のせん断変形周期 T0 と屋根部逆対称一波モード

O1 に対する周期比 RT の他に，制振構造として設計した場合の主架

構に対する制振部材の水平剛性比 kd/kf 
30)も併記している。本研究の

支持架構の耐震構造種別は，降伏時の層間変形角 θy と二次剛性比 p

によって，(a)ピン接合柱梁骨組に座屈拘束ブレース(BRB)を配置し

て BRB に水平剛性と靭性の全てを負担させる海外で主流の BRB 付

き骨組(BRBF，θy=1/750rad.，p=0.01~0.05)，(b)剛接合柱骨組に BRB

を配置して地震時に柱梁主架構を弾性に留めることを期待する日本

の BRB 付き骨組(SMRF+BRB，θy=1/750rad.，p=0.20 ~0.50)，(c)純ラ

ーメン骨組(SMRF，θy=1/150~1/100rad.，p=0.01~0.05)，(d)耐震間柱等

を併用した純ラーメン骨組 (SMRF’，θy =1/150~1/100rad.，p=0.20 

~0.50)の 4 種類に分類される。p=0.20~0.50 に該当する建物は，制振

部材が無い状態でも保有水平耐力計算法の規定を満たす付加制振型

の耐震構造と捉える場合がある。純ラーメン骨組系の(c)(d)では，1

次設計時の層間変形角制限に接近して設計した場合(θy =1/150rad.)と

弾性限界変位を大きく設計した場合(θy=1/100rad.)を比較する。 

2.2 入力地震動特性と数値解析手法 

 Fig. 2 に入力地震動の加速度応答スペクトルを示す。本研究では，

建設省告示第 1457 号の第 2 種地盤の設計用スペクトル 31)に位相適

合した告示波を用いる。位相特性は，日本の設計実務で慣例的な El 

Centro，Hachinohe(長周期地震)，JMA-Kobe (直下型地震)を選び，結

果のバラツキを分析する。告示波の加速度スペクトルピーク値

は 1.0g であり，保有水平耐力計算の極稀な地震荷重と同等である。 

 数値解析手法 32), 33)は実固有値解析，応答スペクトル解析，時刻歴

応答解析を用いる。比例減衰行列は初期の剛性・質量行列に基づく

Rayleigh 型とし，1 次と 2 次の減衰比を 2%とする。実固有値解析と

応答スペクトル解析は，対象構造物の弾性時地震応答特性を分析す

るために用いる。応答スペクトル解析のモード重合は完全二次結合

法(CQC)を用い，採用モード数は降順の有効質量比和が 90%以上と
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Fig. 1 Numerical model schematics 
Table 2 Roof member specification 

Table 3 Substructure specification 
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する。時刻歴応答解析(NLRHA)は対象構造物の弾塑性地震応答特性

の分析と統計化に用いる。増分変位の計算は Newmark β法(β=1/4)を

用いる。NLRHA では屋根部のみ幾何剛性と座標移動による大変形

を考慮する。Fig. 3 の CQC 法と NLRHA の比較(屋根部の節点応答と

部材力応答)に示すように，支持架構弾性時の応答スペクトル解析は

十分な精度を有している。 

2.3 構造特性係数 Ds の定義 

 構造関係技術基準同解説書 34)に示されるように，構造特性係数 Ds

とは，構造物の塑性変形や減衰性により，弾性応答時の最大水平地

震力(≒ベースシア)を低減させる係数として定義されている。本研

究では，この定義に従って時刻歴応答解析または評価による Ds値は

弾性応答時に対する弾塑性応答時のベースシアの比として算出する。 

2.4 笠井の等価一自由度系の理論(SDOF 法) 

 Ds値評価の手がかりとなる笠井の等価一自由度系の理論 29)(SDOF

法)について説明する。Fig. 4 に評価手順の概要を示す。まず対象構

造物をベースシア-代表層間変形角関係が等価な弾塑性一自由度系

にモデル化し(Fig. 4(a)(b))，次に応答スペクトル値から等価弾塑性一

自由度系の弾性地震応答を計算し，続いてその復元力特性に従って

等価弾塑性一自由度系を等価な周期 Teq，減衰比 ξeq を有する弾性一

自由度系に収斂的に変換し(Fig. 4(c))，最後に収斂計算後の等価弾性

一自由度系の諸元より Ds 値と支持架構塑性率 μ を評価する。

(Fig. 4(d))。主要な部分を抽出した詳細な手順は以下の通りである。 

(1) 等価弾塑性一自由度系の弾性時周期(支持架構周期)を計算する。 

 0 2 2eq y s

s y

M H
T

K C g


    (1) 

ここに g は重力加速度，Ksと Msは支持架構の代表水平剛性と質量，

KR と MR は屋根部の剛性と質量，Meq=Ms+MR である。この周期 T0 と

初期減衰比 ξ0より等価弾塑性一自由度系の弾性時の加速度応答スペ

クトル値 SA0 と変位応答スペクトル値 SD0 が決定される。本検討は一

層支持架構が対象のため，等価弾塑性一自由度系の θy や Hs には対

象構造物の値をそのまま適用し，等価高さ等の補正 30)は省略できる。 

(2) 等価弾性一自由度系の代表諸元を収斂計算する。 
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ここに Tc は加速度と速度スペクトルの一定領域の境界周期である。

収斂計算は μ，Teq，ξeq を入れ替えながら式(2)~式(4)を順番に約 20 回

繰返し計算し，1 回目の式(2)では Teq と ξeq に T0 と ξ0 を代入する。 

(3) 最終的な等価弾性一自由度系の代表諸元から Ds 値を評価する。 
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 (5) 

 Table 4 に設計用スペクトル(Fig.2，Tc=0.64s)を用いて評価した構

造特性係数 Ds値と支持架構塑性率 μを，対象構造物の検討パラメー

タで整理して示す。式(1)~式(5)に示すように，笠井の等価一自由度

系の理論 29)では，Ds 値と μは支持架構降伏時のベースシア係数 Cy，

層間変形角 θy，二次剛性比 p，軒高さ HS に強く影響を受け，Table 3

に示すように，理論上は特に Cy と p に比例すると評価される。その

一方，従来の理論 29)は重層構造物が対象であり，屋根部は剛床とし

て質量しか考慮していないため，空間構造への適用性は不明である。

そこで本研究は，屋根部スパンや支持架構との周期比による屋根部

応答の励起 9)が評価法の適用性に与える影響も分析する。 

 

3．一層支持架構付きラチスドームの弾性時動的応答特性 

3.1 固有振動特性 

 Table 5 に屋根部の主要振動モード(逆対称 1 波モード O1，同 2 波

モード O2，同 2.5 波モード O2.5，面内モード I，振動モード形状は

Fig.5)の周期，式(1)の評価上の支持架構周期 T0，一層支持架構付き
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0.6 0.23 1.74 1.74 1.73 1.69 1.67 1.66
0.3 0.90 2.06 2.06 2.06 2.07 2.09 2.13
0.4 0.78 1.83 1.83 1.83 1.84 1.86 1.88
0.5 0.69 1.68 1.68 1.68 1.69 1.70 1.72
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Fig. 4 Conventional Ds evaluation based on the SDOF method29) 
Table 4 Evaluation results by the conventional SDOF method 
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ラチスドームの卓越固有振動モードの周期(括弧部は連成している

屋根部モード)，屋根稜線 A 点(Fig.1(a))の水平方向刺激関数値，同水

平方向応答加速度のモード応答支配比率を検討パラメータで整理し

て示す。ここに RT は屋根部 O1 モードに対する支持架構周期比，RM

は屋根部質量に対する全質量比である。モード応答支配比率は CQC

応答値に対する各モード応答値の比の 2 乗で計算する 14)。同表に示

すように，卓越固有振動モードの順位 1 位は支持架構が全体でせん

断変形するモードが支配的な屋根O1モードとの連成モードであり，

その周期は理論上の評価値(式(1))と良好に対応する。同様に順位 2

位と 3 位も支持架構と屋根 O1，O2 モードの連成モードであるが，

その周期は屋根部モデルに近く，屋根振動が支配的なモードである。

屋根稜線 A 点の水平方向の刺激関数値や加速度のモード応答支配

比率に示すように，RT≒1.0 のモデルでは，屋根振動が支配的な順

位 2 位のモードがより卓越し(屋根 O1 モードが励起されている)，後

述するように，これが従来型の Ds値評価法の誤差の要因となる。 

3.2 屋根面稜線応答加速度と等価静的地震荷重 

 屋根面稜線応答加速度と等価静的地震荷重を比較分析する。部分

球形ドームの等価静的地震荷重 25)は，支持架構軒高さの水平加速度

Aeq(2.4 節の SA0)，周期比 RT，質量比 RM，屋根半開角 θ (rad.)による

屋根応答増幅率 FH，FV (RM>1.2 かつ RT<1.5 の範囲では FH’，FV’)に
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0.4 0.28 1.37 0.30 (O1) 0.20 (O1) 0.11 (O2) 0.81 0.15 0.01 96.11 3.44 0.00
0.5 0.25 1.26 0.28 (O1) 0.20 (O1) 0.19 (O1) 0.71 0.25 0.01 88.11 10.75 0.00
0.6 0.23 1.19 0.26 (O1) 0.19 (O1) 0.19 (O1) 0.59 0.33 0.03 71.09 23.29 0.20
0.3 0.73 3.35 0.74 (O1) 0.21 (O1) 0.11 (O2) 0.99 0.01 0.00 99.98 0.01 0.00
0.4 0.63 2.91 0.64 (O1) 0.21 (O1) 0.11 (O2) 0.98 0.01 0.00 99.98 0.02 0.00
0.5 0.57 2.61 0.57 (O1) 0.21 (O1) 0.11 (O2) 0.98 0.02 0.00 99.94 0.03 0.00
0.6 0.52 2.39 0.52 (O1) 0.21 (O1) 0.11 (O2) 0.97 0.02 0.00 99.93 0.04 0.00
0.3 0.90 4.09 0.90 (O1) 0.21 (O1) 0.11 (O2) 0.99 0.01 0.00 99.99 0.01 0.00
0.4 0.78 3.55 0.78 (O1) 0.21 (O1) 0.11 (O2) 0.99 0.01 0.00 99.99 0.01 0.00
0.5 0.69 3.18 0.70 (O1) 0.21 (O1) 0.11 (O2) 0.99 0.01 0.00 99.98 0.01 0.00
0.6 0.63 2.91 0.64 (O1) 0.21 (O1) 0.11 (O2) 0.98 0.01 0.00 99.98 0.02 0.00
0.3 0.33 1.17 0.37 (O1) 0.27 (O1) 0.17 (O2) 0.57 0.35 0.02 70.76 26.88 0.09
0.4 0.28 1.09 0.35 (O1) 0.25 (O1) 0.17 (O2) 0.53 0.37 0.04 31.53 64.60 0.31
0.5 0.25 0.74 0.24 (O1) 0.34 (O1) 0.18 (O2) 0.62 0.24 0.06 85.16 12.47 0.83
0.6 0.23 0.70 0.22 (O1) 0.33 (O1) 0.17 (O2) 0.63 0.16 0.10 89.40 6.05 2.21
0.3 0.73 2.33 0.74 (O1) 0.30 (O1) 0.18 (O2) 0.96 0.02 0.00 99.90 0.08 0.00
0.4 0.63 2.03 0.65 (O1) 0.29 (O1) 0.18 (O2) 0.95 0.04 0.00 99.83 0.14 0.00
0.5 0.57 1.82 0.58 (O1) 0.29 (O1) 0.18 (O2) 0.93 0.05 0.00 99.67 0.28 0.00
0.6 0.52 1.68 0.54 (O1) 0.29 (O1) 0.18 (O2) 0.91 0.07 0.01 99.39 0.52 0.00
0.3 0.90 2.83 0.91 (O1) 0.30 (O1) 0.18 (O2) 0.98 0.01 0.00 99.94 0.04 0.00
0.4 0.78 2.46 0.79 (O1) 0.30 (O1) 0.18 (O2) 0.97 0.02 0.00 99.91 0.07 0.00
0.5 0.69 2.21 0.71 (O1) 0.30 (O1) 0.18 (O2) 0.96 0.03 0.00 99.87 0.10 0.00
0.6 0.63 2.03 0.65 (O1) 0.29 (O1) 0.18 (O2) 0.95 0.04 0.00 99.83 0.14 0.00
0.3 0.33 0.74 0.30 (O1) 0.44 (O1) 0.21 (O2) 0.61 0.25 0.04 84.12 14.08 0.33
0.4 0.28 0.67 0.28 (O1) 0.43 (O1) 0.27 (O2) 0.57 0.15 0.08 72.50 4.75 1.51
0.5 0.25 0.63 0.26 (O1) 0.42 (O1) 0.20 (O2) 0.61 0.13 0.10 90.58 2.38 4.11
0.6 0.23 0.60 0.24 (O2) 0.42 (O1) 0.20 (O2) 0.45 0.22 0.08 59.96 1.59 13.40
0.3 0.73 1.85 0.76 (O1) 0.38 (O1) 0.21 (O2) 0.92 0.05 0.01 99.45 0.47 0.00
0.4 0.63 1.62 0.66 (O1) 0.37 (O1) 0.21 (O2) 0.89 0.08 0.01 98.88 0.98 0.00
0.5 0.57 1.47 0.60 (O1) 0.37 (O1) 0.21 (O2) 0.84 0.12 0.01 97.58 2.14 0.01
0.6 0.52 1.37 0.56 (O1) 0.36 (O1) 0.21 (O2) 0.78 0.17 0.01 94.87 4.59 0.01
0.3 0.90 2.23 0.92 (O1) 0.38 (O1) 0.21 (O2) 0.95 0.03 0.00 99.75 0.21 0.00
0.4 0.78 1.95 0.80 (O1) 0.38 (O1) 0.21 (O2) 0.93 0.05 0.01 99.57 0.37 0.00
0.5 0.69 1.76 0.72 (O1) 0.37 (O1) 0.21 (O2) 0.91 0.06 0.01 99.30 0.61 0.00
0.6 0.63 1.62 0.66 (O1) 0.37 (O1) 0.21 (O2) 0.89 0.08 0.01 98.88 0.98 0.00

R T
Predominant period T (s) Participation vector value β s Acc. dominance ratio (%)L

(m)
O1
(s)
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(s)
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(s)

R M
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(rad.)
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1/150

1/100

C y
T 0

(s)

60 0.22 0.11 0.07 1.99

1/750

1/150

1/100

100 0.32 0.18 0.09 1.62

1/750

1/150

1/100

150 0.41 0.22 0.12 1.41

(a) Antisymmetric 1 wave mode O1 (b) Antisymmetric 2 wave mode O2

(c) Antisymmetric 2.5 wave mode O2.5 (d) In-plane mode I

Table 5 Summary of predominant modal characteristics 

Fig. 5 Predominant modal shapes Fig. 6 Response amplification factor with elastic substructures 

Fig. 7 Response acceleration distribution on ridge line A-O-A’ with elastic substructures 
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基づき，屋根部 O1 モードを模擬する節点加速度の座標関数 AH，AV

を計算し，節点質量を乗じて静的解析の節点外力とする。計算式は

式(6)~式(11)を用いる。 

 2 2{1 ( 1)cos( / )}H eq HA A F x y L     (6) 

 2 2 2 2( / )sin(2 / )V eq VA A F x x y x y L    (7) 
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 Fig. 6 に屋根部応答増幅率の解析結果と評価関数(式(8)~式(11))の

比較を，Fig. 7 に屋根部稜線加速度の CQC 応答と等価静的地震荷重

の比較を示す。Fig. 7 にはモード応答支配比率も重ねて示している。

Fig. 6 と Fig. 7 に示すように，屋根部応答増幅率の評価関数と等価

静的地震荷重は解析結果を概ね包絡している。また，Fig. 7 に示すよ

うに，稜線加速度応答は屋根 O1 モードが支配的である。 

 以上に示すように，本検討の一層支持架構付きラチスドームは屋

根 O1 モードの応答が励起される標準的なダブルレイヤー形式のラ

チスドーム構造であり，その弾性時の動的応答特性は 2.4 節の評価

法や 3.2 節の等価静的地震荷重で良好に捉えられる範囲にある。 

 

4．一層支持架構付きラチスドームの弾塑性地震応答特性 

4.1 支持架構の耐震構造種別と Ds値と塑性率 μ の関係 

 まず，支持架構の耐震構造種別に注目して Ds値と塑性率 μを分析

する。Fig. 8 に支持架構降伏時のベースシア係数 Cy を横軸にとった

Ds値と塑性率 μを耐震構造種別で整理して示す。同図のマーカーは

告示 3 波に対する平均値，エラーバーは変動，色の濃淡は 2 次剛性

比 p を表し，赤青緑色のマーカーは解析結果(NLRHA)，灰色系のマ

ーカーは等価一自由度系の理論 29)による評価値(SDOF)である。本章

から実効の Ds値を Realistic-Ds，法規上の Ds値を Code-Dsと示す。 

 耐震構造種別に依らない一般的な傾向として，一層支持架構付き

ラチスドームの Ds 値と塑性率 μ は，主に Cy と p に比例する。両者

はトレードオフ関係にあり，Cy を低く抑えて設計することは，屋根

部への入力低減に有効(Ds 値→小)だが支持架構の最大変位応答は増

大(μ→大)し，剛接合柱梁骨組とその他耐震部材を併用して p を大き

Fig. 8 NLRHA results of the seismic force reduction factor Ds and ductility ratio μ 
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く設計することは，支持架構の最大変位応答低減に有効(μ→小)だが

屋根部への入力を増大(Ds 値→大)する。この傾向を耐震構造種別で

整理すると，Cy を 0.3 程度に抑えて設計した海外で主流の BRB 付き

骨組(BRBF，Fig. 8(a))は，屋根部の入力低減に最も効果的な耐震構

造と言えるが，地震動の位相特性のバラツキによって 1/100rad.を超

える支持架構の最大変位応答を許容する必要がある。これに対して

同様の Cy で設計した日本で主流の BRB 付き骨組(SMRF+BRB， 

Fig. 8(b))は，屋根部への入力低減効果は BRBF より劣るものの，支

持架構の地震応答も概ね 1/200rad.以下に抑制できる。一方，純ラー

メン骨組に類する耐震構造(SMRF，SMRF’，Fig. 8(c)(d))は，Cy の増

大に対して Ds 値を低く抑えられる点が BRB 付き骨組より優れる

が，1/50rad.を超える支持架構の最大変位応答を許容する必要がある。

なお，後述する Table 5 に示すように，θy=1/100rad.と 1/150rad.で結

果に顕著な差異は確認されなかった。 

 序文で述べたように，設計実務では，層の必要保有水平耐力の下

限を定める法規上の Ds 値(Code-Ds，特に BRB 付き骨組や A ランク

の純ラーメン骨組では 0.25)が，屋根部材 2 次設計用の荷重低減係数

にも慣用されている。しかし，Fig. 8 に示すように，これは実態から

乖離した危険側評価であり，少なくとも屋根部材 2 次設計には保有

水平耐力に則した実効の Ds値(Realistic-Ds)を用いる必要がある。 

 Table 4 と Fig. 8 に示すように，2.4 節の等価一自由度系の理論に

よる評価値は，以上に述べた Ds値と塑性率 μの定性的な傾向を捉え

ており，同理論は一層支持架構付きラチスドームにも適用可能であ

ることが分かる。しかしながら，Fig. 8(a)(b)に示すように，一部のモ

デルで Ds値の解析結果を危険側評価する結果となっており，この原

因の分析と評価法の修正は 5 章にて改めて詳述する。 

4.2 各種諸元や入力地震動がDs値と塑性率μの変動に与える影響 

 次に一層支持架構付きラチスドームの諸元や入力地震動が Ds 値

と塑性率 μの変動に与える影響を分析する。 

 Table 6 に Ds 値と塑性率 μ の平均値と入力地震動に対する変動係

数を検討パラメータの全組合せで整理して示す。同表の青色塗り潰

しは評価法が 20%以上危険側評価するもの，橙色塗り潰しは 20%以

上安全側評価するもの，緑色は評価誤差±20%以内のものを示す。

また，Fig. 9 には Table 6 の変動係数を，屋根に対する支持架構の周

期比 RT(横軸)，屋根スパン L(マーカー)，支持架構の二次剛性比 p(マ

L =60m L =100m L =150m L =60m L =100m L =150m L =60m L =100m L =150m L =60m L =100m L =150m L =60m L =100m L =150m L =60m L =100m L =150m
0.3 0.32(3.6%) 0.39(4.9%) 0.41(10%) 0.33(4.0%) 0.4(5.7%) 0.43(11%) 0.34(4.5%) 0.42(7.3%) 0.45(13%) 0.41(3.1%) 0.49(9.2%) 0.57(20%) 0.45(2.8%) 0.57(11%) 0.63(21%) 0.5(3%) 0.67(13%) 0.71(19%)
0.4 0.46(3.4%) 0.6(4.7%) 0.58(8.7%) 0.47(3.1%) 0.61(4.3%) 0.59(8.6%) 0.49(2.5%) 0.62(4%) 0.61(8.3%) 0.54(1.7%) 0.68(3.5%) 0.68(5.7%) 0.59(2.4%) 0.74(2.3%) 0.72(3.8%) 0.66(3.5%) 0.8(2.1%) 0.77(5.1%)
0.5 0.62(3.6%) 0.64(2.6%) 0.72(7.6%) 0.62(3.6%) 0.65(2.5%) 0.72(7.3%) 0.63(3.5%) 0.66(2.5%) 0.73(6.8%) 0.69(2.9%) 0.72(4.5%) 0.77(6.4%) 0.73(3.1%) 0.76(5.8%) 0.81(6.5%) 0.77(4.1%) 0.82(5.9%) 0.84(6.8%)
0.6 0.73(4.6%) 0.78(4.3%) 0.92(8.3%) 0.74(4.3%) 0.79(4.2%) 0.92(8.1%) 0.75(3.6%) 0.8(3.9%) 0.92(7.5%) 0.79(1.5%) 0.84(2.8%) 0.94(5.6%) 0.82(2%) 0.87(2.1%) 0.95(4.1%) 0.86(2.9%) 0.91(1.4%) 0.97(2.6%)
0.3 0.35(3.2%) 0.37(3.8%) 0.38(6.3%) 0.36(3.3%) 0.37(4.8%) 0.38(7.5%) 0.37(4.1%) 0.39(6.4%) 0.4(9.2%) 0.42(6.8%) 0.44(11%) 0.46(14%) 0.46(6.5%) 0.49(11%) 0.51(15%) 0.53(5%) 0.56(10.2% 0.58(14%)
0.4 0.4(3.7%) 0.41(4.2%) 0.42(3.7%) 0.41(3.7%) 0.42(4.1%) 0.43(3.8%) 0.42(3.8%) 0.43(4%) 0.44(4.1%) 0.46(2.8%) 0.47(4.4%) 0.48(6.3%) 0.5(4.3%) 0.52(6.4%) 0.52(8.8%) 0.55(8.3%) 0.56(9.9%) 0.56(11%)
0.5 0.54(8.0%) 0.52(5.7%) 0.53(0.2%) 0.54(7.7%) 0.52(5.5%) 0.53(0.3%) 0.55(7%) 0.53(5.1%) 0.54(0.9%) 0.6(4.8%) 0.58(4.8%) 0.59(4.4%) 0.64(4.6%) 0.62(6.2%) 0.64(7.1%) 0.7(5.2%) 0.68(7.9%) 0.69(8.9%)
0.6 0.65(5.7%) 0.59(1.5%) 0.68(8.8%) 0.65(5.7%) 0.59(1.3%) 0.68(8.6%) 0.66(5.6%) 0.6(1%) 0.69(8.2%) 0.71(5.6%) 0.64(2.7%) 0.73(6.7%) 0.75(5.5%) 0.68(3.6%) 0.77(5.9%) 0.79(5.8%) 0.74(4.4%) 0.82(5.2%)
0.3 0.44(4.0%) 0.44(5.7%) 0.45(5.0%) 0.44(3.7%) 0.45(5.4%) 0.45(4.6%) 0.46(2.9%) 0.46(4.5%) 0.47(3.6%) 0.52(2.4%) 0.53(2.2%) 0.54(1.1%) 0.58(4.3%) 0.59(3.2%) 0.59(2.3%) 0.64(6.5%) 0.65(4.9%) 0.66(4.2%)
0.4 0.49(3.6%) 0.49(3.5%) 0.51(0.7%) 0.49(3.9%) 0.49(3.8%) 0.51(0.7%) 0.51(4.9%) 0.5(4.6%) 0.52(1.2%) 0.56(7.8%) 0.56(8.1%) 0.58(5%) 0.6(9.6%) 0.6(10%) 0.62(7.2%) 0.65(10.9% 0.65(11.7% 0.68(8.9%)
0.5 0.52(2.4%) 0.56(4.7%) 0.6(7.3%) 0.52(2.3%) 0.57(4.7%) 0.6(7.4%) 0.53(2.1%) 0.57(4.7%) 0.61(7.5%) 0.55(1.5%) 0.6(4.9%) 0.64(7.8%) 0.58(1.2%) 0.62(5.3%) 0.66(8%) 0.62(1.5%) 0.67(6.6%) 0.69(7.5%)
0.6 0.6(3.5%) 0.62(4.2%) 0.63(3.6%) 0.61(3.3%) 0.62(4.1%) 0.64(3.6%) 0.62(2.9%) 0.63(3.8%) 0.64(3.6%) 0.66(1.8%) 0.67(3.9%) 0.68(3.9%) 0.68(2.6%) 0.69(5%) 0.7(4.5%) 0.72(4.1%) 0.73(6.2%) 0.73(5.5%)

L =60m L =100m L =150m L =60m L =100m L =150m L =60m L =100m L =150m L =60m L =100m L =150m L =60m L =100m L =150m L =60m L =100m L =150m
0.3 3.6(34%) 3.4(39%) 5.2(48%) 3.4(31%) 3.2(36%) 4.8(47%) 2.9(25%) 2.9(29%) 3.9(42%) 2.5(3%) 2.5(15%) 3.2(32%) 2.4(3%) 2.5(15%) 2.8(27%) 2.3(1%) 2.6(13%) 2.6(19%)
0.4 2.6(14%) 2.8(20%) 2.3(18%) 2.6(15%) 2.6(18%) 2.3(16%) 2.3(18%) 2.3(13%) 2.2(12%) 2(9%) 1.9(8%) 2(11%) 1.9(3%) 1.8(8%) 1.8(12%) 1.9(8%) 1.8(6%) 1.8(11%)
0.5 1.7(12%) 1.8(20%) 1.6(24%) 1.7(11%) 1.8(19%) 1.6(22%) 1.7(10%) 1.7(18%) 1.6(19%) 1.6(9%) 1.7(17%) 1.5(10%) 1.6(9%) 1.6(15%) 1.4(6%) 1.5(7%) 1.6(11%) 1.4(3%)
0.6 1.5(22%) 1.4(8%) 1.3(22%) 1.5(22%) 1.4(8%) 1.3(21%) 1.5(21%) 1.4(8%) 1.3(20%) 1.4(18%) 1.4(7%) 1.2(15%) 1.4(16%) 1.4(6%) 1.2(14%) 1.4(14%) 1.4(6%) 1.2(12%)
0.3 2.6(40%) 2.8(42%) 2.7(48%) 2.4(39%) 2.6(42%) 2.6(48%) 2.3(32%) 2.3(35%) 2.4(38%) 2.1(22%) 2.2(24%) 2.2(24%) 2.1(15%) 2.1(17%) 2.2(19%) 2.1(9%) 2.1(12%) 2.2(14%)
0.4 2(10%) 2(10%) 1.8(5%) 2(9%) 2(9%) 1.8(5%) 2(6%) 2(6%) 1.8(7%) 1.8(6%) 1.8(6%) 1.7(9%) 1.8(10%) 1.8(9%) 1.7(12%) 1.8(14%) 1.8(13%) 1.7(13%)
0.5 1.9(17%) 1.8(17%) 1.9(20%) 1.8(18%) 1.8(17%) 1.8(17%) 1.8(17%) 1.8(16%) 1.8(16%) 1.7(17%) 1.7(16%) 1.7(16%) 1.7(18%) 1.7(18%) 1.7(17%) 1.7(18%) 1.7(17%) 1.7(15%)
0.6 1.8(5%) 1.7(16%) 1.5(21%) 1.8(4%) 1.7(17%) 1.5(21%) 1.7(4%) 1.7(17%) 1.5(21%) 1.6(9%) 1.5(13%) 1.5(18%) 1.5(8%) 1.6(10%) 1.5(15%) 1.5(7%) 1.6(9%) 1.5(13%)
0.3 2.2(18%) 2.3(18%) 2.3(18%) 2.2(18%) 2.2(18%) 2.3(18%) 2.2(18%) 2.2(18%) 2.2(18%) 2.1(16%) 2.1(17%) 2.1(15%) 2.1(16%) 2.1(16%) 2.1(15%) 2(16%) 2(15%) 2(14%)
0.4 2(18%) 2(19%) 1.9(19%) 1.9(18%) 2(19%) 1.9(19%) 1.9(18%) 1.9(20%) 1.9(20%) 1.8(15%) 1.8(18%) 1.8(20%) 1.8(14%) 1.7(16%) 1.7(18%) 1.7(13%) 1.7(15%) 1.7(16%)
0.5 1.6(7%) 1.5(5%) 1.5(5%) 1.5(8%) 1.4(5%) 1.5(5%) 1.5(9%) 1.4(5%) 1.5(5%) 1.4(6%) 1.4(3%) 1.4(3%) 1.4(6%) 1.4(3%) 1.4(2%) 1.5(7%) 1.4(5%) 1.4(1%)
0.6 1.6(7%) 1.6(8%) 1.5(2%) 1.6(8%) 1.6(8%) 1.5(2%) 1.6(9%) 1.5(8%) 1.4(1%) 1.5(9%) 1.5(8%) 1.4(2%) 1.5(9%) 1.4(8%) 1.4(3%) 1.4(9%) 1.4(8%) 1.4(4%)

p =0.50 (k d /k f =1.0)p =0.01 p =0.02 p =0.05 p =0.20 (k d /k f =4.0) p =0.33 (k d /k f =2.0)
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Table 6 Summary of mean and variation of NLRHA results 
(a) Force reduction factor Ds 

(b) Ductility ratio μ 

Fig. 9 Coefficient of variation against input ground motions 
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ーカー色の濃淡)で整理して示す。同図表に示すように，Ds値の変動

は，最大約 20%(Ds値換算で 0.1~0.2)，平均 4.7~6.3%であり，支持架

構の諸元(Cy，p，θy)や屋根スパン L，屋根に対する周期比 RT との相

関性は小さい。入力地震動による塑性率 μ の変動は，最大約 50%(μ

換算で 1.3~2.6)，平均 10~20%であり，特に支持架構降伏時のベース

シア係数 Cy と 2 次剛性比 p が小さい場合に大きくなりやすいが，Ds

値と同様に屋根スパン L や周期比 RT との相関性は小さい。 

 Fig. 10 に Ds 値と塑性率 μ の平均値に対する入力地震動毎の変動

を，θy(グラフ枠)，Cy(横軸)，p(マーカー)で整理して示す。支持架構

の各種諸元と変動の相関関係の傾向は，前段落で述べたとおりであ

るが，Fig. 10(a1)(b1)に示すように，一層支持架構付きラチスドーム

においても，Cy を 0.3 程度に抑さえて設計した場合の変動は，直下

型地震動(JMA-Kobe)で危険側(過大側)，長周期地震動(Hachinohe)で

安全側(過小側)に偏る傾向にあることが分かる。 

4.3 支持架構の塑性化による屋根部応答の低減効果 

 続いて支持架構の塑性化による屋根部応答の低減効果を分析する。

Fig. 11 と Fig. 12 に弾性時と弾塑性時の屋根部稜線応答加速度と屋

根部材力の代表例を支持架構の耐震構造種別で整理して示す。同図

らの結果は告示 3 波に対する平均応答である。なお，以下に述べる

とおり，屋根部応答は支持架構の弾塑性応答と複雑に連成するた

め，3 章の弾性時ほど原因を明確にできない挙動が確認された。 

 Fig. 11 に示すように，水平方向応答加速度は耐震構造種別に関係
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Fig. 12 Response reduction effect by elasto-plastic substructures on member forces 

Fig. 11 Response reduction effect by elasto-plastic substructures on roof acceleration 
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なく支持架構降伏時のベースシア係数 Cy に比例した低減効果が発

揮されており，この傾向は水平方向のベースシアの低減係数である

Ds値と一致する。鉛直方向応答加速度も概ね同様の傾向にある一方

で，Fig. 11(c1)(c2)(d1)(d2)に示すように，屋根部の鉛直応答が卓越し

にくいラチスドーム(屋根に対する支持架構の周期比 RT が 2.0 以上)

では，鉛直方向応答加速度は水平方向ほど低減しない，または値は

小さいものの弾性時より最大約 1.5m/s2 増大する場合があった。 

 Table 5 や Fig. 11 と Fig. 12 の比較に示すように，屋根部材力も Cy

に比例した低減効果が発揮される一方，Ds値や屋根部稜線応答加速

度と異なり，その低減効果は 2 次剛性比 p にあまり影響を受けない

ことが分かる。また，Fig. 11(c1)と Fig. 12(c1)に示すように，水平方

向応答加速度の低減効果が得られる場合では，鉛直方向応答加速度

が弾性時より増大しても屋根部材力は低減することも分かる。 

4.4 時刻歴応答解析結果に基づく屋根部材 2 次設計用の Ds 値表 

 Table 7 に変動分も考慮して時刻歴応答解析結果を丸めて作成し

た屋根部材 2 次設計用の Ds値の簡易早見表を示す。設計対象が屋根

逆対称一波モード周期 0.2~0.4s，周期比 RT=0.7~5.0，質量比 RM 

=1.0~1.5 の支持架構付きラチスドームの場合では，この簡易早見表

より屋根部材 2 次設計用の Ds値を決定できる。ただし，適用範囲外

の支持架構付きラチスドームの場合では，5 章の修正評価法より Ds

値を精算する必要がある。同表の妥当性は 6 章で検証する。 

 

5．屋根部応答の励起を考慮した Ds 値評価法の提案 

 第 4 章までの数値解析検討より，標準的な鉄骨造の支持架構付き

ラチスドームの屋根部材 2 次設計用の Ds 値の統計情報が整備され

た。一方，従来の等価一自由度系の理論 29)は，定性的な傾向を捉え

られるが，一部のモデルの Ds 値を過小評価することが確認された。

そこで本章は，この精度誤差の原因を明らかにし，任意の鉄骨造支

持架構に適用可能な Ds値の修正評価法の提案を試みる。 

5.1 従来の等価一自由度系の理論による Ds 値評価の誤差の原因 

 Fig. 13 に屋根 O1 モードに対する支持架構の周期比 RTを横軸にと

った Ds 値と塑性率 μ の評価誤差を検討パラメータで整理して示す。

Fig. 13 のエラーバーは入力地震動に対する変動を表す。また，Fig. 14

に周期比 RT を横軸にとった水平方向の刺激関数値の実固有値解析

結果(βs は支持架構軒高さに対応する屋根稜線 A 点の値，βR は屋根

部頂点に対応する屋根稜線 O 点の値)を示す。Fig. 13(a)に示すよう

に，Ds値は屋根部応答が励起される RT<1.5 で顕著に危険側評価され

ている。Fig. 4(a)(b)に示すように，従来の等価一自由度系の理論で

は，屋根部を剛な質点として支持架構軒高さに対応する屋根稜線 A

点の刺激感数値 βs は 1.0 と仮定しているが，Fig. 14 に示すように，

実際には屋根部応答が励起(βR/βs→大)される RT<1.5 において βsは著

しく低下する。これが Ds値の危険側評価の原因である。 

5.2 屋根部応答の励起を考慮した Ds 値評価法の提案 

 屋根部応答の励起を考慮した Ds値評価法(修正評価法)を提案する。

Fig. 15 に修正評価法の概要を従来の評価法と比較して示す。

Fig. 15(b)に示すように，修正評価法では，初めに建物全体と屋根 O1

モードを表現する等価 2 自由度系を用いて屋根部応答の励起を考慮

した刺激関数値 βs を式(12)と式(13)より精算し，次に βsSA0 を等価弾

塑性一自由度系の弾性時の加速度応答スペクトルとして従来の評価

手順(2.4 節)を準用して Ds値を評価する。この刺激関数値 βsは，2 自

由度系の固有値問題の解として手計算できるが，Fig. 14 に示すよう

に，実際の多自由度系では，RT≒1.0 近傍以下で O1 モード以外の屋

根振動モードと支持架構振動モードが連成し，結果的に βsが下げ止

まる傾向にあるため，式(12)は解析結果より下限値を 0.6 とした。付

録 Fig.A1 に Python 3.9 による修正評価法のサンプルコードを示す。

このソースコードはその他のプログラミング言語(Excel VBA 等)お

よび Excel 等表計算ソフトへの移植の参考にもされたい。 
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 Fig. 16 に従来の評価法と修正評価法による Ds 値と塑性率 μ の評

価精度の比較を，Table 8 に Ds値(告示 3 波の平均応答)の評価精度の

詳細な比較を示す。Fig. 16 のエラーバーは入力地震動による変動分

を表す。Table 8 の橙色の塗りつぶしは 20%以上安全側評価のもの，
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緑色は誤差±20%のものを示す。Fig. 16(a)と Table 8 に示すように，

修正評価法による Ds 値の評価精度は従来の評価法より良好に改善

し，概ね全ての時刻歴応答解析結果を安全側で評価した。一方，

Fig. 13(b)に示すように，塑性率 μ は屋根部応答の励起に関係なく，

入力地震動による評価誤差の変動が大きいため，Fig. 16(b)に示すよ

うに，屋根応答の励起を考慮しても評価精度は改善しない。 

 

6. 提案する Ds 評価値を乗じた等価静的地震荷重の妥当性検証 

 最後に提案する Ds 評価値を乗じた等価静的地震荷重を適用した

静的解析結果と 4 章の弾塑性時刻歴応答解析結果を比較することで

提案手法の妥当性を検証する。等価静的地震荷重の算定手順は 3.2

節に示す通りであるが，支持架構の弾塑性応答時の代表加速度 Aeq

には DsSA0を代入する。Fig. 17と Fig. 18に代表的なモデルについて，

屋根面稜線の応答加速度と各種応答値の比較を示す。同図らの

Modified は 5.2 節の修正評価法による Ds値を適用した場合，Ds-table

は Table 6 の簡易早見表による Ds値を適用した場合，NLRHA は 4 章

の弾塑性時刻歴応答解析結果を表す。Fig. 17 に示すように，4.3 節

で述べた鉛直方向応答加速度が増大する場合を除いて，修正評価法

と簡易早見表による等価静的地震荷重は時刻歴応答解析結果を包絡

出来ている。Fig. 18 に示すように，この等価静的地震荷重を適用し

た場合の各種応答値は，時刻歴応答解析結果をやや過大安全側に評

価する傾向にあるものの，Ds値を乗じない支持架構弾性応答時の等

価静的地震荷重と同等の精度であることが確認できる。なお，

Fig.18(a)に例示するように，屋根鉛直応答が励起されない周期比 RT

≧約 3.0 では等価静的地震荷重による各種応答値は時刻歴応答解析

結果と良好に対応する。 

p

L (m) 60 100 150 60 100 150 60 100 150 60 100 150 60 100 150 60 100 150
NLRHA 0.32 0.39 0.41 0.33 0.40 0.43 0.34 0.42 0.45 0.41 0.49 0.57 0.45 0.57 0.63 0.50 0.67 0.71
SDOF 0.39 0.51 0.51 0.40 0.51 0.51 0.42 0.53 0.53 0.51 0.60 0.60 0.58 0.66 0.66 0.67 0.74 0.74

NLRHA 0.46 0.60 0.58 0.47 0.61 0.59 0.49 0.62 0.61 0.54 0.68 0.68 0.59 0.74 0.72 0.66 0.80 0.77
SDOF 0.57 0.67 0.67 0.58 0.68 0.68 0.59 0.69 0.69 0.66 0.74 0.74 0.71 0.78 0.78 0.78 0.84 0.84

NLRHA 0.62 0.64 0.72 0.62 0.65 0.72 0.63 0.66 0.73 0.69 0.72 0.77 0.73 0.76 0.81 0.77 0.82 0.84
SDOF 0.81 0.84 0.84 0.81 0.84 0.84 0.82 0.85 0.85 0.86 0.88 0.88 0.88 0.90 0.90 0.92 0.93 0.93

NLRHA 0.73 0.78 0.92 0.74 0.79 0.92 0.75 0.80 0.92 0.79 0.84 0.94 0.82 0.87 0.95 0.86 0.91 0.97
SDOF 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

NLRHA 0.35 0.37 0.38 0.36 0.37 0.38 0.37 0.39 0.40 0.42 0.44 0.46 0.46 0.49 0.51 0.53 0.56 0.58
SDOF 0.36 0.38 0.41 0.37 0.38 0.42 0.38 0.40 0.43 0.45 0.47 0.50 0.52 0.54 0.56 0.62 0.63 0.65

NLRHA 0.40 0.41 0.42 0.41 0.42 0.43 0.42 0.43 0.44 0.46 0.47 0.48 0.50 0.52 0.52 0.55 0.56 0.56
SDOF 0.42 0.46 0.51 0.43 0.46 0.52 0.44 0.47 0.53 0.51 0.54 0.59 0.57 0.60 0.65 0.66 0.68 0.72

NLRHA 0.54 0.52 0.53 0.54 0.52 0.53 0.55 0.53 0.54 0.60 0.58 0.59 0.64 0.62 0.64 0.70 0.68 0.69
SDOF 0.54 0.59 0.69 0.54 0.60 0.69 0.55 0.61 0.70 0.62 0.67 0.76 0.68 0.73 0.80 0.76 0.79 0.85

NLRHA 0.65 0.59 0.68 0.65 0.59 0.68 0.66 0.60 0.69 0.71 0.64 0.73 0.75 0.68 0.77 0.79 0.74 0.82
SDOF 0.65 0.74 0.90 0.65 0.74 0.90 0.67 0.75 0.90 0.72 0.80 0.93 0.77 0.84 0.94 0.83 0.88 0.96

NLRHA 0.44 0.44 0.45 0.44 0.45 0.45 0.46 0.46 0.47 0.52 0.53 0.54 0.58 0.59 0.59 0.64 0.65 0.66
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Fig. 17 Comparison of response acceleration on of NLRHAs and evaluations 
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7．結 

 本研究の検討範囲で得られた結論を以下に示す。 

1) 一層支持架構付きラチスドームの Ds値と支持架構塑性率 μは，主

に支持架構降伏時のベースシア係数 Cy や 2 次剛性比 p に比例す

る。また，両者はトレードオフ関係にあり，Cy を低く抑えて設計

することは屋根部への入力低減(Ds 値→小)に効果的であるが，支

持架構の最大変位応答は増大(μ 値→大)する。海外で主流の BRB

付き骨組(BRBF)は屋根部入力の低減の点で最も効果的な耐震構

造であるが 1/100rad.を超える層間変形角応答を許容する必要があ

る。日本で主流の BRB 付き骨組は，屋根部入力の低減効果は BRBF

より劣るが，層間変形角応答も 1/200rad.程度に抑えることが出来

る。純ラーメン系の骨組は，Cy の増大に対して Ds値を低く抑えら

れるが，1/50rad.を超える層間変形角応答を許容する必要がある。 

2) 層の必要保有水平耐力の下限を定める法規上の Ds 値を屋根部材 2 

次設計の荷重低減係数にも準用することは，実態と乖離した危険

側判断の場合があり，屋根部材 2 次設計の荷重低減係数には，少

なくとも保有水平耐力に則した実効の Ds 値を用いるべきである。 

3) 入力地震動に対する Ds 値の変動は最大約 20%，平均 4.7~6.3%で

あり，同塑性率 μの変動は最大約 50%，平均 10~20%である。変動

は Cy や p が小さい場合に大きくなりやすい傾向にあるが，全体と

して屋根スパン L，屋根に対する周期比 RT との相関性は小さい。 

4) 屋根部稜線応答加速度は，Ds値と同様に Cy や p に比例した低減効

果が発揮される一方，屋根部の鉛直応答が卓越しにくいラチスド

ーム(屋根に対する支持架構の周期比 RT が 2.0 以上)では，鉛直方

向応答加速度が弾性時より最大約 1.5m/s2 増大する場合がある。屋

根部材力も同様の傾向を有する一方，その低減効果は p にあまり

影響を受けず，鉛直方向応答加速度の増大の影響も受けない。 

5) 建物全体を復元力特性が等価な弾塑性一自由度系に置換して応答

評価する従来の理論は，Ds 値と塑性率 μの定性的な傾向を捉えら

れるが，支持架構付きラチスドーム構造の屋根部応答が励起する

範囲では解析結果を著しく危険側評価する。これに対して屋根部

応答の励起を考慮した刺激関数値を用いる修正評価法を提案し，

Ds値の解析結果を良好な精度で安全側評価することを確認した。 

6) 修正評価法または時刻歴応答解析結果を丸めて作成した簡易早見
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表による Ds値を乗じた等価静的地震荷重は，屋根部稜線応答加速

度の時刻歴応答解析結果を概ね包絡する。この等価静的地震荷重

を適用した静的解析は，時刻歴応答解析結果をやや過大安全側に

評価する傾向にあるが，Ds 値を乗じない支持架構弾性応答時の等

価静的地震荷重を適用した場合と同等の精度を有する。 

 なお，本研究の Ds値の統計情報や修正評価法は，一層の支持架構

とラチスドームに対して得られたものであり，異なる屋根形状，多

層の支持架構，RC 造の支持架構への適用拡大は続報にて報告する。

なお，本研究が対象とした構造特性係数 Dsは良好な評価精度を提示

できた一方で，Fig. 17(a3)や Fig.18 に示すように，現行の等価静的地

震荷重分布そのものに由来する地震応答の評価誤差は，今後の研究

による改善を期待する。 
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def Ds_ModifiedForGridshells(Sitay,Hs,Cy,p,O1,RM,h0,Tc):#与えたパラメータに対して修正評価法により Ds 値を計算する関数サブルーチン 
#[⼊⼒引数] 
# Sitay :降伏時の代表層間変形⾓                [rad.] 
# Hs     :代表⾼さ(1 層なら軒⾼さ)               [mm] 
# Cy     :降伏時のベースシア係数                [無次元] 
# p     :2 次剛性⽐                           [無次元] 
# O1     :屋根逆対称⼀波モードの固有周期         [s] 
# RM     :屋根部に対する建物全体の質量⽐         [無次元] 
# h0     :初期構造減衰                         [無次元] 
# Tc     :加速度と速度⼀定領域の境界周期         [s] 
#[出⼒] 
# Ds     :屋根部材 2 次設計⽤の構造特性係数       [無次元] 
#[その他の変数] 
# pai   :円周率                              [無次元] 
# g     :重⼒加速度                           [m/s2] 
# T0     :⽀持架構の固有周期                    [s] 
# Betas :屋根部応答の励起を考慮した刺激関数値 βs [無次元] 
# C     :βs を計算するためのパラメータ          [無次元] 
# SA     :5%減衰の設計⽤加速度応答スペクトル値    [mm/s2] 
# SA0   :h0 減衰の設計⽤加速度応答スペクトル値   [mm/s2] 
# SD0   :h0 減衰の疑似変位応答スペクトル値       [mm] 
# Teq   :等価弾性⼀⾃由度系の固有周期           [s] 
# heq   :等価弾性⼀⾃由度系の減衰⽐             [無次元] 
# mu     :⽀持架構塑性率                       [無次元] 
  #等価弾塑性⼀⾃由度系の代表諸元(収斂計算の初期値)の計算 
  import math                                      #Python に標準インストールされている数学モジュールをインポートする。 
  pai   = 3.141592653589 
  g     = 9.81 
  T0     = 2.0*pai*math.sqrt((Sitay*(Hs/1000.0))/(Cy*g))                                         #式(1) Hs の単位変換(mm→m)に注意 
  RT     = T0/O1 
  C     = (RM*(1.0+RT*RT)‐math.sqrt(RM*RM*(1.0+RT*RT)*(1.0+RT*RT)‐4.0*RM*RM*RM*RT*RT/(1.0+RM)))/(2.0*RM*RM*RT*RT/(1.0+RM)) #式(13) 
  Betas = max([((1.0‐C)+RM*(1.0‐C)*(1.0‐C))/(1.0+RM*(1.0‐C)*(1.0‐C)),0.6])                                               #式(12) 
  if     T0<0.16  :SA = 3200.0+30000.0*T0            #⼯学的基盤における極稀に⽣じる地震動の設計⽤加速度応答スペクトル 
  elif   T0<0.64  :SA = 8000.0                       #⼯学的基盤における極稀に⽣じる地震動の設計⽤加速度応答スペクトル 
  else           :SA = 5120.0/T0                    #⼯学的基盤における極稀に⽣じる地震動の設計⽤加速度応答スペクトル 
  SA0   = SA*math.sqrt((1+25.0*0.050)/(1+25.0*h0))  #対象構造物の初期構造減衰 h0 に合わせてスペクトル値を増幅する(h0=2%で約 1.0g になる) 
  SD0   = (Betas*SA0)/(2.0*pai/T0)/(2.0*pai/T0)     #変位応答スペクトルは疑似応答スペクトルとして加速度から換算する 
  Teq   = T0                                       #初期値は T0 
  Heq   = h0                                       #初期値は h0 
  #等価弾性⼀⾃由度系の代表諸元の収斂計算 
  for i in range(20): 
    mu   = (SD0/(Hs*Sitay))*math.sqrt((1+25.0*h0)/(1+25.0*heq))                                  #式(2) 
    if     Teq<Tc               :mu=mu*(Teq/T0)*((T0+Teq)/(2.0*T0))                               #式(2) 
    elif   Teq>= Tc and T0<Tc   :mu=mu*(Teq/T0)*(Tc/T0‐(Tc/T0‐1.0)*(Tc/T0‐1.0)/2.0/(Teq/T0‐1.0))   #式(2) 
    elif   T0 >= Tc             :mu=mu*(Teq/T0)                                                  #式(2) 
    if mu > 1.0:                                                                                      
      Teq = T0*math.sqrt(mu/(1.0+p*mu‐p))                                                       #式(3) 
      Heq = h0+2.0/(mu*pai*p)*math.log((1.0+p*(mu‐1.0))/(mu**p))                                #式(4) 
  #最終的な等価弾性⼀⾃由度系の代表諸元から Ds 値を評価 
  Ds     = math.sqrt((1+25.0*h0)/(1+25.0*heq))                                                   #式(5) 
  if     Teq<  Tc               :Ds=Ds*(T0/Teq)*((T0+Teq)/(2.0*T0))                               #式(5) 
  elif   Teq>= Tc and T0 <Tc    :Ds=Ds*(T0/Teq)*(Tc/T0‐(Tc/T0‐1.0)*(Tc/T0‐1.0)/2.0/(Teq/T0‐1.0))   #式(5) 
  elif   T0 >= Tc               :Ds=Ds*(T0/Teq)                                                  #式(5) 
  return Ds 
 
if __name__ == '__main__':#パラメータを指定して Ds 値を算出させるメインコード(プログラムはこの⾏から処理が開始される) 
  Sitay = 1.0/750.0 
  Hs     = 6000.0 
  Cy     = 0.300 
  P     = 0.010 
  O1     = 0.220 
  RM     = 1.990 
  h0     = 0.020 
  Tc     = 0.640 
  Ds     = Ds_ModifiedForGridshells(Sitay,Hs,Cy,p,O1,RM,h0,Tc) 
  print(Ds) 

Fig. A1 Example python 3 code of the modified seismic force reduction factor evaluation method for gridshell structures 
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def Ds_ModifiedForGridshells(Sitay,Hs,Cy,p,O1,RM,h0,Tc):#与えたパラメータに対して修正評価法により Ds 値を計算する関数サブルーチン 
#[⼊⼒引数] 
# Sitay :降伏時の代表層間変形⾓                [rad.] 
# Hs     :代表⾼さ(1 層なら軒⾼さ)               [mm] 
# Cy     :降伏時のベースシア係数                [無次元] 
# p     :2 次剛性⽐                           [無次元] 
# O1     :屋根逆対称⼀波モードの固有周期         [s] 
# RM     :屋根部に対する建物全体の質量⽐         [無次元] 
# h0     :初期構造減衰                         [無次元] 
# Tc     :加速度と速度⼀定領域の境界周期         [s] 
#[出⼒] 
# Ds     :屋根部材 2 次設計⽤の構造特性係数       [無次元] 
#[その他の変数] 
# pai   :円周率                              [無次元] 
# g     :重⼒加速度                           [m/s2] 
# T0     :⽀持架構の固有周期                    [s] 
# Betas :屋根部応答の励起を考慮した刺激関数値 βs [無次元] 
# C     :βs を計算するためのパラメータ          [無次元] 
# SA     :5%減衰の設計⽤加速度応答スペクトル値    [mm/s2] 
# SA0   :h0 減衰の設計⽤加速度応答スペクトル値   [mm/s2] 
# SD0   :h0 減衰の疑似変位応答スペクトル値       [mm] 
# Teq   :等価弾性⼀⾃由度系の固有周期           [s] 
# heq   :等価弾性⼀⾃由度系の減衰⽐             [無次元] 
# mu     :⽀持架構塑性率                       [無次元] 
  #等価弾塑性⼀⾃由度系の代表諸元(収斂計算の初期値)の計算 
  import math                                      #Python に標準インストールされている数学モジュールをインポートする。 
  pai   = 3.141592653589 
  g     = 9.81 
  T0     = 2.0*pai*math.sqrt((Sitay*(Hs/1000.0))/(Cy*g))                                         #式(1) Hs の単位変換(mm→m)に注意 
  RT     = T0/O1 
  C     = (RM*(1.0+RT*RT)‐math.sqrt(RM*RM*(1.0+RT*RT)*(1.0+RT*RT)‐4.0*RM*RM*RM*RT*RT/(1.0+RM)))/(2.0*RM*RM*RT*RT/(1.0+RM)) #式(13) 
  Betas = max([((1.0‐C)+RM*(1.0‐C)*(1.0‐C))/(1.0+RM*(1.0‐C)*(1.0‐C)),0.6])                                               #式(12) 
  if     T0<0.16  :SA = 3200.0+30000.0*T0            #⼯学的基盤における極稀に⽣じる地震動の設計⽤加速度応答スペクトル 
  elif   T0<0.64  :SA = 8000.0                       #⼯学的基盤における極稀に⽣じる地震動の設計⽤加速度応答スペクトル 
  else           :SA = 5120.0/T0                    #⼯学的基盤における極稀に⽣じる地震動の設計⽤加速度応答スペクトル 
  SA0   = SA*math.sqrt((1+25.0*0.050)/(1+25.0*h0))  #対象構造物の初期構造減衰 h0 に合わせてスペクトル値を増幅する(h0=2%で約 1.0g になる) 
  SD0   = (Betas*SA0)/(2.0*pai/T0)/(2.0*pai/T0)     #変位応答スペクトルは疑似応答スペクトルとして加速度から換算する 
  Teq   = T0                                       #初期値は T0 
  Heq   = h0                                       #初期値は h0 
  #等価弾性⼀⾃由度系の代表諸元の収斂計算 
  for i in range(20): 
    mu   = (SD0/(Hs*Sitay))*math.sqrt((1+25.0*h0)/(1+25.0*heq))                                  #式(2) 
    if     Teq<Tc               :mu=mu*(Teq/T0)*((T0+Teq)/(2.0*T0))                               #式(2) 
    elif   Teq>= Tc and T0<Tc   :mu=mu*(Teq/T0)*(Tc/T0‐(Tc/T0‐1.0)*(Tc/T0‐1.0)/2.0/(Teq/T0‐1.0))   #式(2) 
    elif   T0 >= Tc             :mu=mu*(Teq/T0)                                                  #式(2) 
    if mu > 1.0:                                                                                      
      Teq = T0*math.sqrt(mu/(1.0+p*mu‐p))                                                       #式(3) 
      Heq = h0+2.0/(mu*pai*p)*math.log((1.0+p*(mu‐1.0))/(mu**p))                                #式(4) 
  #最終的な等価弾性⼀⾃由度系の代表諸元から Ds 値を評価 
  Ds     = math.sqrt((1+25.0*h0)/(1+25.0*heq))                                                   #式(5) 
  if     Teq<  Tc               :Ds=Ds*(T0/Teq)*((T0+Teq)/(2.0*T0))                               #式(5) 
  elif   Teq>= Tc and T0 <Tc    :Ds=Ds*(T0/Teq)*(Tc/T0‐(Tc/T0‐1.0)*(Tc/T0‐1.0)/2.0/(Teq/T0‐1.0))   #式(5) 
  elif   T0 >= Tc               :Ds=Ds*(T0/Teq)                                                  #式(5) 
  return Ds 
 
if __name__ == '__main__':#パラメータを指定して Ds 値を算出させるメインコード(プログラムはこの⾏から処理が開始される) 
  Sitay = 1.0/750.0 
  Hs     = 6000.0 
  Cy     = 0.300 
  P     = 0.010 
  O1     = 0.220 
  RM     = 1.990 
  h0     = 0.020 
  Tc     = 0.640 
  Ds     = Ds_ModifiedForGridshells(Sitay,Hs,Cy,p,O1,RM,h0,Tc) 
  print(Ds) 

Fig. A1 Example python 3 code of the modified seismic force reduction factor evaluation method for gridshell structures 
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def Ds_ModifiedForGridshells(Sitay,Hs,Cy,p,O1,RM,h0,Tc):#与えたパラメータに対して修正評価法により Ds 値を計算する関数サブルーチン 
#[⼊⼒引数] 
# Sitay :降伏時の代表層間変形⾓                [rad.] 
# Hs     :代表⾼さ(1 層なら軒⾼さ)               [mm] 
# Cy     :降伏時のベースシア係数                [無次元] 
# p     :2 次剛性⽐                           [無次元] 
# O1     :屋根逆対称⼀波モードの固有周期         [s] 
# RM     :屋根部に対する建物全体の質量⽐         [無次元] 
# h0     :初期構造減衰                         [無次元] 
# Tc     :加速度と速度⼀定領域の境界周期         [s] 
#[出⼒] 
# Ds     :屋根部材 2 次設計⽤の構造特性係数       [無次元] 
#[その他の変数] 
# pai   :円周率                              [無次元] 
# g     :重⼒加速度                           [m/s2] 
# T0     :⽀持架構の固有周期                    [s] 
# Betas :屋根部応答の励起を考慮した刺激関数値 βs [無次元] 
# C     :βs を計算するためのパラメータ          [無次元] 
# SA     :5%減衰の設計⽤加速度応答スペクトル値    [mm/s2] 
# SA0   :h0 減衰の設計⽤加速度応答スペクトル値   [mm/s2] 
# SD0   :h0 減衰の疑似変位応答スペクトル値       [mm] 
# Teq   :等価弾性⼀⾃由度系の固有周期           [s] 
# heq   :等価弾性⼀⾃由度系の減衰⽐             [無次元] 
# mu     :⽀持架構塑性率                       [無次元] 
  #等価弾塑性⼀⾃由度系の代表諸元(収斂計算の初期値)の計算 
  import math                                      #Python に標準インストールされている数学モジュールをインポートする。 
  pai   = math.pi 
  g     = 9.81 
  T0     = 2.0*pai*math.sqrt((Sitay*(Hs/1000.0))/(Cy*g))                                         #式(1) Hs の単位変換(mm→m)に注意 
  RT     = T0/O1 
  C     = (RM*(1.0+RT*RT)‐math.sqrt(RM*RM*(1.0+RT*RT)*(1.0+RT*RT)‐4.0*RM*RM*RM*RT*RT/(1.0+RM)))/(2.0*RM*RM*RT*RT/(1.0+RM)) #式(13) 
  Betas = max([((1.0‐C)+RM*(1.0‐C)*(1.0‐C))/(1.0+RM*(1.0‐C)*(1.0‐C)),0.6])                                               #式(12) 
  if     T0<0.16  :SA = 3200.0+30000.0*T0            #⼯学的基盤における極稀に⽣じる地震動の設計⽤加速度応答スペクトル 
  elif   T0<0.64  :SA = 8000.0                       #⼯学的基盤における極稀に⽣じる地震動の設計⽤加速度応答スペクトル 
  else           :SA = 5120.0/T0                    #⼯学的基盤における極稀に⽣じる地震動の設計⽤加速度応答スペクトル 
  SA0   = SA*math.sqrt((1+25.0*0.050)/(1+25.0*h0))  #対象構造物の初期構造減衰 h0 に合わせてスペクトル値を増幅する(h0=2%で約 1.0g になる) 
  SD0   = (Betas*SA0)/(2.0*pai/T0)/(2.0*pai/T0)     #変位応答スペクトルは疑似応答スペクトルとして加速度から換算する 
  Teq   = T0                                       #初期値は T0 
  heq   = h0                                       #初期値は h0 
  #等価弾性⼀⾃由度系の代表諸元の収斂計算 
  for i in range(20): 
    mu   = (SD0/(Hs*Sitay))*math.sqrt((1+25.0*h0)/(1+25.0*heq))                                  #式(2) 
    if     Teq<Tc               :mu=mu*(Teq/T0)*((T0+Teq)/(2.0*T0))                               #式(2) 
    elif   Teq>= Tc and T0<Tc   :mu=mu*(Teq/T0)*(Tc/T0‐(Tc/T0‐1.0)*(Tc/T0‐1.0)/2.0/(Teq/T0‐1.0))   #式(2) 
    elif   T0 >= Tc             :mu=mu*(Teq/T0)                                                  #式(2) 
    if mu > 1.0:                                                                                      
      Teq = T0*math.sqrt(mu/(1.0+p*mu‐p))                                                       #式(3) 
      heq = h0+2.0/(mu*pai*p)*math.log((1.0+p*(mu‐1.0))/(mu**p))                                #式(4) 
  #最終的な等価弾性⼀⾃由度系の代表諸元から Ds 値を評価 
  Ds     = math.sqrt((1+25.0*h0)/(1+25.0*heq))                                                   #式(5) 
  if     Teq<  Tc               :Ds=Ds*(T0/Teq)*((T0+Teq)/(2.0*T0))                               #式(5) 
  elif   Teq>= Tc and T0 <Tc    :Ds=Ds*(T0/Teq)*(Tc/T0‐(Tc/T0‐1.0)*(Tc/T0‐1.0)/2.0/(Teq/T0‐1.0))   #式(5) 
  elif   T0 >= Tc               :Ds=Ds*(T0/Teq)                                                  #式(5) 
  return Ds 
 
if __name__ == '__main__':#パラメータを指定して Ds 値を算出させるメインコード(プログラムはこの⾏から処理が開始される) 
  Sitay = 1.0/750.0 
  Hs     = 6000.0 
  Cy     = 0.300 
  P     = 0.010 
  O1     = 0.220 
  RM     = 1.990 
  h0     = 0.020 
  Tc     = 0.640 
  Ds     = Ds_ModifiedForGridshells(Sitay,Hs,Cy,p,O1,RM,h0,Tc) 
  print(Ds) 


